
「成人の刑事事件の管轄の移管等」についての参照条文

○少年法

（公訴の提起）

第３７条 次に掲げる成人の事件については、公訴は、家庭裁判所にこれを提起しな

ければならない。

一 未成年者喫煙禁止法（明治３３年法律第３３号）の罪

二 未成年者飲酒禁止法（大正１１年法律第２０号）の罪

三 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第５６条又は第６３条に関する第１１

８条の罪、１８歳に満たない者についての第３２条又は第６１条、第６２条若し

くは第７２条に関する第１１９条第１号の罪及び第５７条から第５９条まで又は

第６４条に関する第１２０条第１号の罪（これらの罪に関する第１２１条の規定

による事業主の罪を含む ）。

四 児童福祉法第６０条及び第６２条第５号の罪

五 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１４４条及び第１４５条の罪

２ 前項に掲げる罪とその他の罪が刑法（明治４０年法律第４５号）第５４条第１項

に規定する関係にある事件については、前項に掲げる罪の刑をもつて処断すべきと

きに限り、前項の規定を適用する。

（事件の通告）

第３８条 家庭裁判所は、少年に対する保護事件の調査又は審判により、前条に掲げ

、 。る事件を発見したときは これを検察官又は司法警察員に通知しなければならない

○裁判所法

第３１条の３（裁判権その他の権限） 家庭裁判所は、次の権限を有する。

一 家事審判法（昭和２２年法律第１５２号）で定める家庭に関する事件の審判及

び調停

二 人事訴訟法 （平成１５年法律第１０９号）で定める人事訴訟の第一審の裁判

三 少年法（昭和２３年法律第１６８号）で定める少年の保護事件の審判

四 少年法第３７条第１項に掲げる罪に係る訴訟の第一審の裁判

② 家庭裁判所は、この法律に定めるものの外、他の法律において特に定める権限を

有する。

○刑事訴訟法

第２３９条 何人でも、犯罪があると思料するときは、告発をすることができる。

② 官吏又は公吏は、その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、告発

をしなければならない。


